
（ ）

千円 2,050,787 千円財源合計 2,022,711 千円 2,012,595 千円 2,009,834

一般財源 2,010,432 千円 1,997,154 千円 1,986,980 千円 2,047,431 千円

千円 3,541 千円 5,199 千円 2,961 千円

その他特財の内容

R1　消防団員退職報奨金収入/消防団員福祉共済制度返戻金/建物自動車保険等損害金・返還金
R2　不用物品売払収入（22千円）/消防団員安全装備品整備事業助成金（348千円）/消防団員退職報償金収入
（4,760千円）/消防団員福祉共済制度返戻金（69千円）
R3　消防団員退職報償金収入（3,127千円）//消防団員福祉共済制度返戻金（70千円）/消防団員安全装備品
整備事業助成金（344千円）
R4　消防団員退職報償金収入（6,414千円）//消防団員福祉共済制度返戻金（14千円）/消防団員安全装備品
整備事業助成金（351千円）

千円

財源

内訳

国県支出金

0 千円 千円 12,055 千円 395 千円

国県支出金の内容
R1　消防団設備整備費補助金395,000円
R2　防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金11,323,000円
R2　不老川緊急治水対策事業負担金732,000円

地方債 5,500 千円 11,900 千円 5,600 千円 0 千円

その他特財

6,779

2,073,034

65,390 千円 人 64,600 千円

千円 2,113,987

千円

人件費合計 人 66,000 千円 人

千円 1 人 1,400 千円 1

人 64,600 千円

63,200 千円

臨時職員等 2 人 2,800 千円 1 人 1,400

9 人 63,200 千円 8 人63,200 千円 8.1 人 63,990 千円

人 1,400

2,009,834 千円 2,050,787 千円

事業費内訳
（2021年度分）

防災対策事業　17,454,939円
防災訓練実施事業　1,174,095円
防災施設等管理運営事業　146,483,251円
防災施設等管理運営事業　4,636,482円
災害対策事業　365,837円
埼玉西部消防組合負担金　1,831,854,890円
消防用施設等管理費　17,968,980円
消防団活動費　2,772,330円

2020 年度(決算) 2019 年度(決算)

事
業
費

事業費合計 2,022,711 千円 2,012,595 千円

コ
ス
ト

2022 年度（予算） 2021 年度(決算)

人
件
費

担当正職員 8 人

総事業費 2,088,711 千円 2,077,985 千円

100 ％

事業内容
（手段、手法など）

事業内容

市民生活の安全を確保するために、さまざまな災害や感染症をはじめとしてこれまで直
面したことのない事態に対応する危機管理の体制を確立し、市民が安全で安心してくら
せるまちをつくる。
　強靭な危機管理体制の整備
　災害への備えの充実
　消防体制の充実

関連事業
（同一目的事業等）

埼玉県九都県市防災訓練
各市（町村）防災訓練

実施の背景

日本国土は、地震、豪雨、洪水、暴風、地すべり、火山噴火など、多種多様の自然災害が発生しや
すい自然条件となっている。災害対策基本法第５条では、市町村の責務として「当該市町村の地域
並びに住民の生命・身体及び財産を災害から保護するため、市町村の地域に係る防災に関する計画
を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する」となっている。

目　的
（何のために）

総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図ることを目的とし、市域並びに市民の生命、身体
及び財産を災害から保護する。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

入間市民
対象者数（全住民に対する割合）

146,000 人

2022 年度

概要説明シート

テーマ 防災・災害対応

根拠法令・計画等

災害対策基本法・災害救助法・消防法
入間市防災会議条例・入間市消防団条例
入間市地域防災計画
入間市自主防災組織整備事業補助金交付要綱　等

担当局・部名 危機管理監

担当課名 危機管理課

作成責任者 藤田拓也

テーマ番号２



2022 年度

概要説明シート

テーマ 防災・災害対応

テーマ番号２

テーマにおける今後
の事業の方向性

　防災ガイドブックを活用した説明会や研修で、洪水・土砂ハザードマップの周知を行い、市民の生命、身
体及び財産を災害から保護できるように努める。また、自助・共助・公助の啓発を行い、一人一人の防災力
を高めていく。
　公助では、職員に向けて職員防災研修（座学研修や実地研修）を行うとともに、関係機関と連携して防災
力の強化を図っていく。
　また、消防団は、我が国の防災体制において、地域に密着した「地域防災力の中核」として極めて重要な
役割を担っているが、団員数の減少が著しく、危機的な状況となっている。
　消防庁の調査では、近年は、退団者が横ばいなのに対し、入団者数の減少が著しく、特に２０代の入団者
数がここ１０年間で約４割減少、３０代も約２割減少するなど、若年層の入団者数の減少が、団員数減少の
大きな要因となっている。特に災害が多発化・激甚化し、消防団の役割も多様化し重要なものとなっている
ことから、若年層の消防団への新規加入者の増加は、喫緊の課題である。
　そのためには、消防団員の加入促進広報として、まずは、ホームページ・広報紙等、国や地方公共団体が
保有する既存の広報媒体を活用し、消防団が災害時に活躍している姿や実績、団員の声などを写真や動画で
掲載したり、団員の報酬等について掲載したりするなど、多くの住民に対し、消防団の存在意義や役割、や
りがいや処遇等が伝わるような広報を積極的に展開していく。

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

飯能市防災訓練　中止
日高市防災訓練　８月２８日（避難所開設訓練予定）
所沢市防災訓練　９月３日（一部の避難所で開設訓練）
狭山市防災訓練　１１月２０日（内容未定）

特記事項

2019 年度

若年層の新規入団者確保に向けた広報活動 回 1442 1442 1442

③

事業名 消防団ＰＲのための広報活動
　消防団自体のＰＲ、また消防団への加入を促進する広報については、これまでも、消防団広報紙の全戸配布やポスターの
作成、ケーブルテレビでの放映など、様々な取り組みを実施してきたが、思うような成果が得られないのが実情である。
　消防団という存在自体の認知は進んでいるものの、消防団への加入が進んでいないのは、消防団の存在意義や役割、やり
がいや処遇等が住民に十分伝わっていないことが原因の一つと考えられる。
　現状を改善する方策として、既存のホームページや広報紙の充実はもちろん、若年層の新規入団者確保のために、自治体
におけるオンライン加入フォームの整備、ＳＮＳの活用も有効な選択肢の一つと考えられる。

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2021 年度 2020 年度

防災訓練に関する避難所開設訓練

主な事業の自
己評価、課
題、活動実績

等

①

事業名 防災対策事業
入間市地域防災計画に基づき入間市の防災対策を進めるとともに、自助の強化を図る
入間市国土強靭化地域防災計画の作成、洪水・土砂ハザードマップを含む入間市防災ガイドブックの作成、職員参集システ
ムの管理、避難行動要支援者制度に伴う通知など

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2021 年度 2020

2019 年度

実践を想定した実効性のある訓練の実施 回 4/1 0/0 0/0

②

事業名 防災訓練実施事業
防災訓練を実施することにより、いざという時の自助・共助・公助の体制を検証し、災害対策本部等の統括強化を図る。
令和元年の台風により、地域コミュニティの団結力のみでは災害の対応ができないことが判明した。そこで「実践を想定し
た実効性のある訓練」を計画し、令和３年度職員を対象に実施した。令和４年度は自治会に説明し理解が得られたため、自
主防災会とともに実効性ある訓練を実施する。

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2021

6 15 21

年度 2019 年度

防災ガイドブックの作成及び配付 回 1/1 0/0 0/0

年度 2020 年度

テ
ー

マ
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

入間市民の生命や身体等を守り、安全で安心した生活が送れる事が必要である。そのた
めには、災害リスクの情報を提供し、啓発や説明会を途切れることなく周知する必要が
ある。また、周知に限らず市民が訓練などを体験することにより防災力を高める。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2021 年度 2020 年度 2019 年度

防災ガイドブックの作成及び配付 回 1/1 0/0 0/0

回 4/1 0/0 0/0

若年層の新規入団者確保数 人


